　概　　　要
	１　件　名
個人住民税に関する税務事務の特定個人情報保護評価書（全項目評価書）の一部変更

	２　理　由

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第１９条第１号の規定に基づき、特別徴収義務者に個人住民税の特別徴収の対象となる者の個人番号を提供できるよう変更するもの。

	３　内　容
⑴　Ⅱ．特定個人情報ファイルの概要
①　５．特定個人情報の提供・移転の提供先５７の次に提供先５８を加える。
提供先に「個人住民税の特別徴収義務者」を加える。
②　（別添２）．特定個人情報ファイル記録項目の３２８の次に３２９から３３７までを加える。
記録項目に「３２９．税額変更等依頼区分、３３０．税額変更等依頼処理日、３３１．税額変更等依頼処理結果区分、３３２．税額変更等依頼結果受入処理日、３３３．停止年月、３３４．年金額、３３５．個人番号確認区分、３３６．給与支払者番号、３３７．住基ＣＳ問い合わせ区分」を加える。
⑵　Ⅲ．特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策の、４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
①　「特定個人情報の提供ルール」の「委託元と委託先間の提供に関するルールの内容及びルール遵守の確認方法」を改める。
　　（現　行）

　　　委託している業務については、本市庁舎内に設置されたシステムを使用して作業を実施しているため、特定個人情報を委託先には提供していない。
　　　　↓

　　（変更後）

　　　委託契約書において、提供した原始資料等の管理について明記している。
委託契約書の条項に違反する事態が生じるおそれがあるが場合は、速やかに報告書を提出させる。
②　「特定個人情報の消去ルール」の「ルールの内容及びルール遵守の確認方法」

　　（現　行）

　　　委託業者に特定個人情報を提供していないため、データの消去の委託はしていない。

　　　　↓
　　（変更後）

　　　委託契約書において、提供した原始資料等の返還及び処分について明記している。

委託契約書の条項に違反する事態が生じるおそれがあるが場合は、速やかに報告書を提出させる。



